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近年，エネルギー資源の高効率利用や再生可能エネルギーの活用，地球温暖化防止への対策が求められている中，
海上輸送機器の電動化に関する研究開発が進められている。本研究の目的は，電動船外機の開発，その航行特性の測
定，経済性評価の各観点による知見を活かした電動船外機の教材化について検討することである。 
まずコンバートの手法を用いて，船外機のエンジンを取り外しモータおよびコントローラで置き換えた電動船外機
を開発した。電動船外機を全長 27 フィート，船舶総トン数 2.5 トンのプレジャー船に取り付け，航行試験を行った
結果，同出力のエンジン船外機を取り付けた場合は最高速度約 8.3 ノットであり，電動船外機船の最高速度は，約
5.6 ノットであった。その理由は電動船外機に使われているモータの出力特性により高回転時のトルクが小さくなる
ため，エンジン船外機船と比較して航行速度が上がらないものと考えられる。航行試験では，航行中の船体は波，潮
流および風などの外的要因の影響を大きく受けるため，電動化による省エネルギー効果や CO2 排出削減効果を厳密
に評価できていない課題が残った。 
次に外的要因を受けにくい方法でエンジン船外機と電動船外機の諸特性，および両者を同型船に取り付けた航行状
態での諸特性を測定した。その結果，電動船外機はエンジン船外機の概ね 27%から 46%のエネルギー消費量で同じ
推力を発生させる性能を有している。また小型船を航行させる場合，発電効率を 60%，送電効率 94%，バッテリ充
放電効率 83%の仮定のもとでは，5 ノットにおいては電動船外機船の航行に必要とするエネルギー消費量はエンジン
船外機船の場合の約 50%であるが，10 ノット以上になると両者の差は殆ど見られない。さらに騒音レベルの比較で
は，すべての回転数において電動船外機の方がエンジン船外機と比較して低く，両者の差は最大約 10dB(A)であっ
た。これらの測定結果から，エネルギー消費量に関する電動船外機のエンジン船外機に対する優位性は，エネルギー
変換効率の違いによって生じるものである。しかし，実際に小型船を航行させる場合には，優位性は極めて小さくな
る。その原因は，航行に必要なエネルギーを蓄えるバッテリの重量に起因する航行抵抗の増加と，回転数の上昇に
従って発生トルクが小さくなるモータの出力特性にあると考えられる。得られた知見から，電動船外機を取り付けた
小型船の航行特性を最大限に活かす運用方法としては，総重量の増加に伴う航行抵抗の増加が少ない船体を選び，用
途を限定することが有効であることが明らかになった。 
さらに量産効果による費用の予測および漁業従事者への意識調査に基づいて開発された電動船外機船を用いた実証
試験の測定結果から，経済性の評価を行った。そこで，電動船外機船の製造費用は 2010 年時点でエンジン船外機船
の 5.83 倍であったが，リチウムイオンバッテリの価格低下と電動船外機船の量産効果を考慮すると 2020 年頃には
1.79 倍に低下することが予測された。また 2010 年時点で，電動船外機船のエネルギー経費はエンジン船外機船の
0.29 倍であることや公的補助金の適用，排出権取引について考慮した結果，電動船外機船のエンジン船外機船に対
する経済的な優位性を高められることが明らかとなった。以上の経済性評価の結果と沿岸漁業の現状を考慮して構築
された電動船外機船の活用モデルを提案し，その実現性について検討した。 
電動船外機の開発，その航行特性の測定，経済性評価から得られた知見を活かして，専門高校の課題研究を年間学
習指導計画に沿って実施した。ここで専門高校の課題研究の導入にあたり，以前開発した船外機の構造，船外機船の
航行特性および経済性を理解した上で，費用の観点から，電気推進機およびエンジン船外機を使用したエネルギー教
育を提案した。対象となる生徒は，平成 27 年度の大分県立中津東高等学校の電気科第 3 学年 40 名の中で，総合的
な学習の時間の代替として行われている課題研究のテーマから，電気推進機船の航行特性の測定を選択した 10 名の
生徒である。電気推進機船やエンジン船外機船の航行特性の測定結果から，速度が約 1.2 倍～1.3 倍になると電力消
費量やガソリン消費量は約 4倍となる。この場合速度とエネルギー消費量が比例しない原因は，船舶が密度の大きい
水を押しのけて航行するため，ゴムボートでは速度が上昇するに伴い船体の形状が変形して，船体抵抗が増加するこ
とが原因と考えられる。ここで熱量換算値を使ったエネルギー消費量の比較では，約 3.3 ノットで航行する場合にエ
ンジン船外機船は電気推進機船に比べて約 4倍エネルギー消費が見られる。これはエンジンとモータの特性の違いに
より生じたものと考えられる。この測定結果についても，使用機器の取り扱い，測定条件，解析方法など不明確な点
があり，次年度に向けてこれらを改善することで，より正確な測定データや解析結果が得られる可能性がある。また
生徒の感想や意識調査などを通して，課題研究の教育効果を検証する中で，難しい知識および分析についての高いレ
ベルの知識が要求される場合，学習内容や教材に対する興味・関心および知識の数値が大きく低下することがわかっ
た。課題研究を通して，複数の生徒が一つの電動船外機の航行特性の測定に取り組むことによって，協働を意識した
思考力・判断力・表現力等を育むことなどの教育的効果も期待できる。 
今後の課題として，風力・太陽光，バイオマスなどの発電施設を備えた浮体施設において，バッテリの搭載量を減
らした電動船外機船の運用に関する研究，ならびにその成果の教材化が挙げられる。 
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第 1章 緒言 
1.1 研究の背景 
近年，エネルギー資源の高効率利用や再生可能エネルギーの活用，地球環境保全への対
策が求められている中，陸上輸送機器の電動化は実用化されつつある。一方，海上輸送機器
の電動化に関する研究開発は進行途中である。 
海上輸送機器の電動化に関する先行研究として，竹澤 1)は「ヤマト-1」の研究において，
新たな推進方法としてプロペラを持たず，フレミングの左手の法則による磁界と電界の相
互作用に基づいた電磁力を船の推力として用いる超伝導電磁推進実験船の実用化に向けた
検証を行った。次に賞雅ら 2)は急速充電対応型のリチウムイオン型バッテリを搭載した
「らいちょう S」の研究において，ウォータージェット推進方式の特長について検証を
行っている。また南 3)はプラグインハイブリッド船「PHEB-2」の研究において，信頼性向
上及びエンジンとモータの使い分けによる省エネルギー効果ならびに静粛性について検証
を行っている。これらは船体内部に原動機を配した駆動形態についての先行研究である。
一方，船体外部に原動機を配した駆動形態の中で，モータとプロペラを直結した構造で低
速の移動や船体位置を微調整するための電気推進機の先行研究 4)はあったものの，航行用
の 14～38［フィート](以下，[ft]と表記)程度の和船に推奨される出力 11～220［kW］程
度のエンジン船外機と置き換えが可能な電動船外機については，十分な研究がされていな
かった。そこで羽田野ら 5),6)は，2008 年から地球環境の保全に資することを目的として小
型漁船の推進力として広く使われている船外機に着目し，そのガソリンエンジンをモータ
とコントローラに置き換えた，二酸化炭素排出量の大幅削減が可能な省エネルギー効果の
高い電動船外機を備える船(以下，電動船外機船と表記)を水産庁と民間企業による支援を
受けて開発してきた。開発した電動船外機船を用いた実証実験などから得られた結果をと
りまとめ，水産庁に報告書 7)を提出するとともに関連技術に関する特許 8), 9)を出願した。 
一方，海上輸送機器の教材化に関する先行研究としては，平田 10)による模型スターリン
グエンジンボートの製作とその教材化は，もの作り教育における教材としての適用性につ
いて検討がされている。また，平田 11)によるおもちゃのポンポン船の大型化は，エネル
ギー変換や蒸気の力等を理解するための教材として利用された。これらの内容について前
者はスターリングエンジンの仕組みを理解するための教材として，後者については乗船可
能なものの静水面での航行に限定した実用性を伴わない教材であった。 
 
1.2 研究の目的 
電気自動車を試作する方法の１つであるコンバートの手法を用いて，エンジン船外機か
らエンジンを取り外し，モータとコントローラに置き換えることで電動船外機を開発し，
航行試験を行う。次に外的要因を受けにくい方法で航行特性を測定し，電動船外機船の有
効性を明らかにする。さらに製造費用の予測に基づく経済性を総合的に評価する。 
これらの「電動船外機の開発」，「航行特性の測定」，「経済性の評価」の観点による知見
を活かした電動船外機の教材化について検討することを目的とする。 
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 1.3 論文の構成 
第 1 章では研究の背景と研究の目的について説明し，本論文の構成について述べる。   
第 2 章では最初に，使われなくなった船外機のエンジンを取り外しモータおよびコント 
ローラに置き換えた電動船外機の製作方法について詳述する。 
エンジンをモータに置き換えるには，船外機本体側のシャフトとモータの軸を接続する
ためのフランジ軸継ぎ手を製作して，モータとシャフトを接続する。開発した電動船外機
ではモータの冷却は行わないため，冷却ポンプ内にあるポンプインペラと呼ばれる水車を
取り外すと同時に，船外機本体にある冷却水の吸入口および冷却水と排気ガスの排出口は
冷却水の侵入を防ぐために密閉する。コントロール BOX 内部にはブレーカおよびコント
ローラがあり，ブレーカは過電流によるモータの損傷や塩分が原因の短絡事故を防止して
いて，コントローラは船外機のアクセルグリップに連動しているアクセルセンサの抵抗値
の変化させることで，モータに加える電圧波形の平均値を変化させ，モータの回転数を制
御している。 
次に開発した電動船外機を全長 27 [ft]，船舶総トン数 2.5［トン］のプレジャー船に
取り付け，航行試験を行った。航行試験の結果から電動船外機船の航行特性を活かした用
途について考察する。 
第 3 章では外的要因の影響を受けにくい方法でエンジン船外機と電動船外機の諸特性お
よび両者を同型船に取り付けた航行状態での諸特性を測定し，エネルギー消費量と騒音レ
ベルを客観的に評価することによって，電動船外機の有効性を明らかにする。 
はじめに船外機が取り付けられた小型船を護岸につないだロープで固定し，航行できな
いようにして前進方向の推力を発生させる実験を行う。実験ではモータの回転数を段階的
に変えながら，推力，エネルギー消費量および騒音レベルを測定する。同様にエンジン船
外機についても測定を行う。次に，電動船外機船とエンジン船外機船の航行状態における
諸特性を測定するための実験を行う。実験では，航行速度を段階的に変えながら電力消費
量，原動機回転数および騒音レベルを測定する。同様にエンジン船外機船についても測定
を行う。 
実験条件としてはバッテリとガソリンの重量エネルギー密度の違いに起因して，電動船
外機船とエンジン船外機船の総重量や航続距離など条件が揃っていない。そのためにエネ
ルギー消費量に関する厳密な比較とはならないが，両船の実用的な条件下での比較を行う。 
第 4 章では漁業従事者への意識調査に基づいて開発された電動船外機船を用いた実証試
験を行い，その経済性の評価を行う。この経済性評価の結果と，沿岸漁業の現状を考慮し
て構築された電動船外機船の活用モデルを提案し，その実現性について検討する。一方，
電動船外機船はエンジン船外機船と比較して航行距離や航行速度に制約が大きいことが課
題として残っている。これらの制約を緩和するためには電動船外機船の総重量を軽量化す
ることが求められ，とくに重量エネルギー密度の大きなバッテリの開発が望まれる。 
第 5 章では年間学習指導計画に沿って，電動船外機を用いたエネルギー教育を提案する。
ただし職業系高校の課題研究においては，以前開発した船外機の構造，船外機船の航行特
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性および経済性を理解した上で，費用の観点からモータとプロペラを直結した構造で，低
速の移動や船体位置を微調整するための小型の船外機である電気推進機を用いた。電気推
進機およびエンジン船外機をゴムボートに取り付けた船舶の航行状態における諸特性の測
定を行う。電気推進機船の実験では，航行速度を段階的に変えながら電力消費量を測定す
る。さらにエンジン船外機船について同様にガソリン消費量の測定を行う。また生徒の感
想やアンケートを通して教育効果を検証する。 
 第 6 章では，結言として各章で得られた結果を要約して結論とする。
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第 2章 電動船外機の開発 
2.1 はじめに 
電気自動車を試作する方法として，市販の自動車からエンジンを取り外してモータに置
き換えるコンバートという手法がある。この方法では駆動装置であるエンジンだけをモー
タと制御装置に置き換え，自動車を構成する大部分の部品や構造は元の自動車をそのまま
利用できるため製作費を抑えられ，短い期間で電気自動車を開発できる利点がある。本研
究における電動船外機の試作においても，電気自動車を試作する手法を応用して，市販の
エンジン船外機からのコンバートを行った。 
 本章では船外機の構造を理解した上で，船外機からエンジンを取り外してモータとコン
トローラに置き換えた電動船外機の製作を行う方法を詳細に説明するとともに，開発され
た電動船外機船の海上での航行試験によって得られた特性について考察する。 
 
2.2 船外機の構造 
一般的な船外機は小型船の船尾に設置され，エンジンで発生させた回転をシャフトと傘
歯車を経由してプロペラへ伝え，推進力を得るものである。船外機は航行中に水をかぶる
環境で使用されるので，エンジンを保護するためにトップカウルで覆われていて空冷がで
きない。そこでエンジンの回転を利用した冷却用ポンプでエンジンを冷却している。また
船外機自体の方向を変えることで舵の役目を果たしている。図 2.1 はエンジン船外機の断
面図を示している。開発した電動船外機は大きく分けてバッテリ，コントロール BOX お
よび船外機で構成されている。開発に使用したモータは，エンジンに比べて発熱量が少な
いため冷却は行っていない。図 2.2 は電動船外機船の製作例を示している。船首手前から
船尾に向かってバッテリ，コントロール BOX および船外機の順に並んでいる。 
 
2.3 電動船外機の製作方法 
2.3.1 エンジンの取り外し 
 エンジン船外機を電動船外機にコンバートするために最初にエンジンを取り外す必要が
ある。エンジンは 6 本のボルトで船外機本体に固定されている。長年使用されていなかっ
た船外機は，水分や塩分に接する環境で放置されていることが多く，ボルトが腐食して外
しにくい場合もある。この場合は，ボルトを加熱することで容易に外すことができる。図
2.3はエンジンを取り外す前の船外機を示している。 
図 2.4 は船外機本体から取り外したエンジンを示している。エンジン本体の底部には冷
却のために外部からの冷却水を取り込む吸入口，外部から取り込んだ冷却水を排気ガスと
混ぜて外部に出すための排出口，および回転を船外機側のシャフトに伝えるためのシャフ
トの受け側を備えている。このシャフトの受け側を使って図 2.5 で示すスプラインアダプ
タを製作する。 
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図 2.1 エンジン船外機の断面図 
冷却用循環パイプ 
プロペラ 
冷却水取入口 
冷却用ポンプ 
シャフト 
エンジン 
図 2.2 電動船外機の製作例 
船外機 
コントロール BOX 
バッテリ 
傘歯車 
トップカウル 
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図 2.3 エンジンを取り外す前の船外機 
 
 
 
 
 
 
図 2.4 船外機から取り外したエンジン（底面） 
 
シャフトの受け側 排気口 
冷却水取り込み口 
エンジン
け側 
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図 2.6 は船外機からエンジンを取り外した船外機本体を示している。船外機からエンジ
ンを取り外した船外機本体には，正転・逆転・中立を切り替えるクラッチ，回転角の変化
に連動してガソリンの供給量を変化させエンジンの回転数を制御する棒状のアクセルグ
リップ，スプラインと呼ばれる縦方向の溝が切ってありエンジンの回転をロスなく伝える
ことができるシャフト，また冷却のために外部からの冷却水の吸入口と外部から取り込ん
だ冷却水を排気ガスと混ぜて外部に出すための排出口がそれぞれ備えられている。 
一方電動船外機ではエンジン船外機と同様に，原動機であるモータの回転方向を一定に
して，クラッチを使用して正転・逆転・中立を切り替える。またアクセルグリップとアク
セルセンサが連動しており，アクセルセンサの抵抗値を変化させることでモータの回転数
を制御している。モータ回転数制御の原理については，2.4 節で詳細に記述する。電動船
外機はシャフト部分をエンジンの代わりにモータで回転させる。開発した電動船外機では，
モータの冷却は行わないため，開口部は冷却水の侵入を防ぐために密閉する。 
 
 
図 2.5 スプラインアダプタ（左）とモータカップリング
（右） 
 
アウターブッシング 
インナーブッシング 
スプラインアダプタ 
キー溝 
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2.3.2 モータの取り付け 
船外機のシャフトおよびモータの軸は，スプライン溝およびキー溝がそれぞれに刻んで
あり，互いの形状が異なるため直接接続することはできない。そこで図 2.5 に示すスプラ
インアダプタとモータカップリングで構成されるフランジ軸継ぎ手と呼ばれる部品で，船
外機のシャフトとモータを接続する。スプラインアダプタの円柱状の突起部分の内部にス
プライン溝があり，船外機のシャフトと接続される。一方モータカップリングにはキー溝
がありモータと接続される。この 2 つの部品をボルトで接続することで，船外機側のシャ
フトとモータが接続され，モータの回転が最終段階のプロペラに伝達される。 
モータを船外機本体に取り付けるためには，モータマウントを使用する。図 2.7 に示す
ようにスプラインアダプタ，モータカップリング，モータマウント，モータの順番に取り
付ける。次にこのモータマウント一式を上下反転させ，スプラインアダプタを下側にして，
船外機側のシャフトに載せる。表 2.1は使用したモータの諸元を示している。 
6 本のパイプ状のスペーサを使って，フランジ軸継ぎ手と船外機のシャフトの間隔を調
整している。図 2.8 は開発する電動船外機にとって不要である吸排気口が密閉され，間隔
調整用のスペーサが取り付けられた状態を示している。さらにこの上に図 2.7 のモータマ
ウント一式が取り付けられる。モータマウントを使用してモータを船外機本体に取り付け
る場合モータとシャフトの中心軸が一致していないと，回転エネルギーの伝達ロスが増え，
モータが発熱し破損する場合がある。そこで中心軸を合わせるため，クラッチをつないだ
図 2.6 エンジンを取り外した船外機本体 
 
シ ャ フ ト
BOX 冷却水取り込み口 
排気口 
ハンドル
BOX クラッチ
BOX 
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状態でプロペラを回転させ，各機構で発生する摩擦音をできる限り小さくする様に，水
平・垂直・ねじれなどを調整し，モータの回転がスムーズにプロペラに伝わるように取り
付けを行う。図 2.9は図 2.7のモータマウント一式を船外機に載せた状態を示している。 
図 2.10 に組み立てられた電動船外機の構造を示す。回転の伝達機構における順番に電
動船外機の構造を示すと，モータ（①），フランジ軸継ぎ手（インナーブッシング（④），
アウターブッシング（⑤），スプラインアダプタ（⑥），ボルト（⑦））およびドライブ
シャフト（⑧）などで構成される。 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.7 モータのモータマウントへの取り付け 
 
モータカップリング 
スプラインアダプタ
BOX 
モータ 
表 2.1 使用したモータの諸元 
 
モータの名称 LYNCH LEM-200 
定格出力［ｋW］（PS） 16（20） 
最大出力［ｋW］（PS） 36（45） 
使用電圧［V］ 72 
定格回転数［min-1］ 4,000 
定格トルク［Nm］ 88（3,500min-1時） 
 
モータマウント 
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図 2.8 開口部の密閉と間隔調整用のスペーサの取り付け 
 
スペーサ 
シャフト 
図 2.9 モータマウント一式を載せた状態 
 
モータマウント スペーサ 
モータ 
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2.3.3 冷却ポンプの取り外し 
冷却ポンプは船外機本体のシャフトと連動しており，シャフトの回転により，冷却ポン
プ内にあるポンプインペラと呼ばれる水車が回転して，冷却水をエンジンまで循環させて
いる。開発する電動船外機ではモータの発熱は少なく冷却は行わないため，ポンプインペ
ラを取り外す。図 2.11は取り外される前のポンプインペラを示している。 
 
図 2.10 電動船外機の構造 (参考文献 8から引用し修正) 
① モータ 
② モータマウント 
③ 船外機外殻 
 
 
④ インナーブッシング 
⑤ アウターブッシング 
⑥ スプラインアダプタ 
⑦ ボルト 
 
⑧ ドライブシャフト 
⑨ スペーサ 
フランジ軸継ぎ手
手 
図 2.11 取り外される前のポンプインペラ 
ポンプインペラ 
シャフト 
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2.3.4 コントローラおよび周辺機器の取り付け 
アクセルセンサは可変抵抗器で出来ており，抵抗値を 0［Ω］にするとモータに加えら
れる電圧は 0［V］になり停止する。そこで船外機のアクセルを最小にしたときに必ずモー
タが停止するように抵抗値を 0［Ω］に調整する必要がある。図 2.12 はアクセルセンサの
調整を示している。またアクセルセンサの端子を短絡すると抵抗値が 0［Ω］になり，
モータに加えられる電圧は 0［V］になることからモータが停止する。これを利用して非常
停止の機能を追加することができる。アクセルセンサは船外機本体のモータのそばに設置
され，ハンドルの先にあるアクセルグリップとワイヤを介して連動している。図 2.13 は
アクセルセンサの船外機への取り付けを示している。 
図 2.14 はコントロール BOX 内部の様子を示している。コントロール BOX 内部にはブ
レーカおよびコントローラを備えている。ブレーカは過電流によるモータの損傷や塩分が
原因の短絡事故を防止するための部品となる。また，コントローラは船外機内部に取り付
けられたアクセルセンサの抵抗値の変化させることで，モータの回転数を制御している。
電動船外機船の航行時には大きな電流が流れることでブレーカおよびコントローラが発熱
をするため，これらを冷却する目的でヒートシンクに取り付けられている。 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.12 アクセルセンサの調整 
アクセルセンサ 
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図 2.13 アクセルセンサの船外機への取り付け 
 
アクセルセンサ 
モータ 
図 2.14 コントロール BOX内部の様子 
 
ブレーカ 
コントローラ BO
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2.4 電動船外機のブロック図 
 図 2.15 は電動船外機のブロック図を示している。電動船外機のブロック図は，コント
ローラ部分，バッテリ部分，および船外機部分に分けられる。コントローラ部分では，コ
ントローラを中心にしてモータ回転数の制御を行う。バッテリ部分では電動船外機船の航
行するためのバッテリおよびその充放電制御を行うバッテリ管理回路がある。バッテリの
過放電や過充電が行われると，発熱によりバッテリの耐久年数が極端に短くなったり，発
火事故が起きたりする危険がある。船外機部分はモータ，始動装置であるキースイッチお
よびコントローラへモータの回転数制御信号を与えるためのアクセルセンサで構成されて
いる。 
 モータの制御方法は PWM（パルス幅）制御と呼ばれ，コントローラが外部に接続され
たアクセルセンサの抵抗値を取り込んで，デューティ比と呼ばれる電圧波形の“オン”と
“オフ”時間の割合を変化させることでモータに加える電圧波形の平均値を変化させ，
モータの回転数を制御している。図 2.16はモータ回転数制御の原理を示している。 
 
 
 
 
 
 
図 2.15 電動船外機のブロック図 
 
動力用バッテリ 
バッテリ部分 
バッテリ管理回路 
保護ヒューズ 
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2.5 電動船外機を取り付けた船の航行試験 
 開発した電動船外機をヤマハ製全長 27［ft］，船舶総トン数 2.5［トン］のプレジャー
船に取り付け航行試験を行った。図 2.17 は電動船外機の取り付けの様子を示している。
開発した電動船外機は，バッテリ，コントロール BOX および電動船外機で構成される。
バッテリは鉛蓄電池と比べてエネルギー重量密度の大きいリチウムイオンバッテリ（72
［V］200［Ah］）を使用した。図 2.18 は完成した電動船外機を示している。航行試験では
航行速度を段階的に変化させたときに必要な消費電力量を測定した。速度は GPS で，消
費電力量は電力量計を用いて測定した。モータ始動時の電流は定常時に比べて大きいため，
速度が一定になり電流計が安定した状態で消費電力量を測定した。図 2.19 は開発した電
動船外機の航行時の様子を示している。 
図 2.20 は電動船外機船の航行速度－消費電力量特性を示している。ここで航行速度の
単位［kt］は，1[kt]が約 1.8[km/h] を表す。一般的に航行速度と消費電力量の関係は 3
乗に比例する 2)ことから，図内に示された 3 次の近似曲線とした。ここで比較対象として
同出力のエンジン船外機を用いた場合，最高速度が約 8.3［ノット](以下，[kt]と表記)で
あることから，電動船外機船の最高速度約 5.6［kt］はエンジン船外機船の約 2/3 である。
その理由は電動船外機に使われているモータの出力特性により高回転時のトルクが小さく
なるため，エンジン船外機船と比較して航行速度が上がらないものと考えられる。この航
行特性から電動船外機船の航行速度はエンジン船外機船に比べて遅いものの，航行時の音
が静かで速度より静粛性が求められる観光遊覧船などの用途に向いていると思われる。 
図 2.16 モータ回転数制御の原理 
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図 2.17 電動船外機の取り付けの様子 
図 2.18 完成した電動船外機 
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図2.20 電動船外機船の航行速度－消費電力量特性
図 2.19 製作した電動船外機の航行時の様子 
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今後の課題として測定時に潮流や風速および船体の形状などの測定条件が一定でないた
め，実験データにどの程度影響を与えているのかが検証されていないという課題が残って
いる。 
 
2.6 おわりに 
一般的な船外機の構造を述べた上で電動船外機の製作方法を詳細に示し，電動船外機の
ブロック図とモータ回転数制御の原理についても述べた。また開発した電動船外機を搭載
した船舶(電動船外機船)で海上において航行試験を行った。今後の課題として，測定時に
潮流や風速および船体の形状などの測定条件がそろっていないため，実験データにどの程
度影響を与えているのかを検証する必要がある。 
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第 3章 電動船外機船の航行特性 
3.1 はじめに 
第２章において小型漁船の推進力として広く使われている船外機に着目し，船外機の構
造を理解した上で，そのガソリンエンジンを電気モータに置き換えた電動船外機を開発し，
小型船に取り付けて航行試験を行った結果について報告した 5)6)。しかし航行中の船舶は，
波，潮流，風および船型などの影響を大きく受けるため，航行試験では潮流や風速および
船体の形状などの測定条件がどの程度影響を与えているのか厳密に評価することができて
いないという課題が残った。そこで本章では外的要因の影響を受けにくい方法でエンジン
船外機と電動船外機の諸特性および両者を同型船に取り付けた航行状態での諸特性を実験
的に測定し，エネルギー消費量と騒音レベルを客観的に評価することを目的とする。本章
では電動船外機とエンジン船外機の単体での性能比較実験とその結果に基づいた評価結果
について述べた後，それぞれの船外機を搭載した小型船を用いた航行実験と得られた計測
結果を分析し，電動船外機の有効性を明らかにする。 
 
3.2 電動船外機の概要 
図 3.1は一般的なエンジン船外機の構造と電動化する箇所を示している。一方，電動船外
機は一般的な船外機の駆動源であるエンジンをモータで置き換えたものである。図 3.2は
電動船外機の構成を示すブロック図を示している。モータは小型軽量で効率も良い三相同
期モータが使用され，回転数の制御はモータに加える電源の周波数を変化させる PWM イ
ンバータ制御方式で行われている。エンジンと比較してモータは始動トルクが大きく低速
から高速まで短時間で加速することができる。反面，急加速により船首が持ち上がり船の
安定性が損なわれるため，制御装置内部に設けたリミッターにより最大回転数を制限して
いる。また，モータ内部の電気的な損失により発生する熱をエンジン船外機同様に冷却し
ている。さらに，電動船外機船特有の電装部品として感電事故や塩分による短絡事故を 
          
図 3.1 一般的な船外機の構造と電動化の箇所 
  
  
モータとコント 
ローラに置き換え 
シャフト 
冷却水取入口 
冷却循環パイプ 
プロペラ 傘歯車 
冷却用ポンプ 
トップカウル 
エンジン部 
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防止するための漏電遮断機，過電流遮断機などを設置するとともに，保護等級 IP5512)以上
の防水性を確保した。原動機のモータはエンジンに比べてエネルギー変換効率が高く，有
限な資源である化石燃料への依存度を減らすことができる上に，運転時の CO2 排出量はゼ
ロである。反面，蓄電のためのリチウムイオンバッテリは，重量エネルギー密度がガソリ
ンに比べて約 1/100 から 1/30 と小さく 13)，このことが電動船外機船の航行距離を制限し
ている。また，充電時間に数十分から数時間を要することや経済性，経年変化，自己放電
および発熱などの諸問題がある。さらに充電できる場所が限定されるため，充電基盤の整
備が必要となる問題点もある。 
 
3.3 電動およびエンジン船外機単体での比較実験 
3.3.1 実験方法 
 航行中の船舶は，波，潮流および風などの影響を大きく受ける。さらに影響の受け方は，
船体形状によって異なる。そこでこれら外的要因の影響を排除して船外機単体の諸特性を
測定することによって，電動船外機とエンジン船外機とを比較する実験を行った。 
 図 3.3 は船外機単体での実験方法の概要を示している。船外機を取り付けた船体を石積
み護岸から伸びた長さ約 30[m]のロープで固定し，船外機によって前進方向の推力を発生
させる。この推力はロープの途中にある真鍮棒に貼り付けられたひずみゲージを使って測
定される。図 3.4 はひずみゲージ部分を拡大したものである。この実験において船体は
ロープによって拘束されており航行できないため，船体が受ける外的要因の影響を排除す
ることで船外機単体での特性を測定できる。 
実験では表 3.1 に示す電動船外機についてモータの回転数を段階的に変えながら，推力，
エネルギー消費量および騒音レベルを測定した。ここで騒音レベルの単位 dB（A）は A 補
正という聴感補正をかけた数値で，人間の耳に聞こえる音を取り出した数値を示す。次に
比較対象として表 3.2 に示すエンジン船外機について，エンジンの回転数を段階的に変え
ながら同様の測定を行った。プロペラについては，電動船外機，エンジン船外機ともに航
行速度が最速になるものが選ばれている。電動船外機においては制御装置からモータに流
れ込む電力量を，エンジン船外機においては燃料タンクからエンジンに流れ込むガソリン
流量を測定した。実験時の水深は約 6[m]，また，風も波もほぼない状況であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
モータ バッテリ 
アクセルセンサ 
制御 
機器 
電
力
量
計 
図 3.2 電動船外機の構成を示すブロック図 
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図 3.4 ひずみゲージ部分の拡大図 
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表 3.1 電動船外機の諸元 
 
型式 ei-5014) 
定格出力［kW］ 36.0 
減速比 1.85 
 
プロペラ 
枚数［枚］ 3 
直径［inch］ 
11
1
8
 
ピッチ［inch］ 13 
コントローラ DD45-500L15) 
モータ制御方法 PWM インバータ制御 
 
図 3.3 船外機単体での実験方法 
 
海底  
海水 
約 30ｍ 
石積み 
護岸 
ひずみゲージ付き真鍮棒 ロープ 
船外機付き船体 
約 6ｍ 
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3.3.2 実験結果 
 図 3.5 は電動船外機およびエンジン船外機における原動機回転数と推力の関係を示して
いる。両船外機とも原動機回転数の上昇とともに推力は増加しているが，どの回転数にお
いてもエンジン船外機の方がやや推力が小さい。本来，同じプロペラを同じ回転数で使用
すれば，原動機の種類に関係なく同じ推力が発生するはずであるが，この推力の違いはプ
ロペラ直径とピッチの違いから生じたものと考えられる。また，電動船外機の最大原動機
回転数は 4,500[min-1]であったが，これは船の急加速防止のために制御装置によって設定
された上限回転数である。一方，エンジン船外機の最大原動機回転数は 3,220[min-1]で
あった。図 3.6 は原動機回転数とその回転数を維持するために必要な 1 時間当たりの電力
消費量およびガソリン消費量の関係を示す。両者は直接比較できないため電力量とガソリ
ン量をそれぞれ熱量に換算し，1 時間当たりのエネルギー消費量で示したものを図 3.7 に
示す。ここで，まずガソリン 1[kℓ]の発生熱量を 34.6[GJ]に換算した 16)。次に電力量
1[kWh]の電力消費時発生熱量は 3.60[MJ]であるが，本章では一次エネルギーから発電，送
電，充放電される過程の損失を考慮した評価を行う。そこで，発電方法をガスタービンコ
ンバインドサイクルと仮定し，その熱効率を 60[%]17)，さらに送電効率 94[%]，バッテリ
充放電効率 83[%]18)と仮定すると，1[kWh]の電力量を発生させるための熱量 Q は次式で与
えられる。 
 
 𝑄 =
3.6
0.6×0.94×0.83
= 7.66［MJ］                       (1) 
 
となる。図 3.7 から測定したすべての原動機回転数において電動船外機がエンジン船外機
に比べエネルギー消費量が少ないことがわかる。次に図 3.8 は推力とエネルギー消費量の
関係を示している。 
 
表 3.2 エンジン船外機の諸元 
 
型式 F50F19) 
最大出力［kW］／総排気量［cm3］ 36.8 / 996.0 
減速比 1.85 
 
プロペラ 
 
枚数［枚］ 3 
直径［inch］ 11
3
8
 
ピッチ［inch］ 12 
エンジン制御方法 電子式燃料噴射による制御 
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図3.5 原動機回転数－推力特性
0
2
4
6
8
10
12
0
10
20
30
40
50
60
70
0 1000 2000 3000 4000 5000
1
時
間
あ
た
り
の
ガ
ソ
リ
ン
消
費
量
[ℓ
]
1
時
間
あ
た
り
の
電
力
消
費
量
[k
Wh
]
原動機回転数 [min-1]
電動船外機
エンジン船外機
図3.6 原動機回転数－電力消費・ガソリン消費特性
25 
 
 
 
 
 
 
 
0
50
100
150
200
250
300
350
400
450
500
0 1000 2000 3000 4000 5000
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
［
M
J
/
h］
原動機回転数［min-1］
電動船外機
エンジン船外機
図3.7 原動機回転数－エネルギー消費特性
y = 5.00E-05x2 - 2.31E-02x + 8.71
y =4.44E-05 x2 +8.64E-02 x + 1.27 
0.0
50.0
100.0
150.0
200.0
250.0
300.0
350.0
400.0
450.0
500.0
550.0
600.0
0 1000 2000 3000
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
［
M
J
/
h］
推力［N］
電動船外機
エンジン船外機
図3.8 推力－エネルギー消費特性
26 
 
ここで𝑥[N]の推力を得る場合，エンジン船外機のエネルギー消費量に対する電動船外機
のエネルギー消費量の比率𝑟1を次式で近似する。 
 𝑟1 =
5.00×10−5𝑥2−2.31×10−2𝑥＋8.71
4.44×10−5𝑥2＋8.64×10−2𝑥＋1.27
× 100 [%]                 (2) 
(2)式から例えば電動船外機で 1000[N]の推力を得る場合，エネルギー消費量はエンジン
船外機の約 27[%]であり，2000[N]においては約 46[%]であることがわかる。図 3.9 は原動
機回転数と騒音レベルの関係を示している。騒音計の設置位置は，図 3.10 に示すように
船の甲板上である。原動機回転数の上昇にともなって騒音レベルも高くなった。エンジン
船外機では水中への排気音とプロペラが水をかく音，電動船外機ではプロペラが水をかく
音が主である。測定の結果，すべての回転数において電動船外機の騒音レベルが低く，両
者の差は最大約 10[dB(A)]であった。 
 
3.4 電動およびエンジン船外機船の航行状態での比較実験 
3.4.1 実験方法 
波，潮流および風などの影響をできるだけ受けない条件下で，電動船外機船とエンジン
船外機船の航行状態における諸特性を測定するために実験を行った。図 3.10 は航行状態
での実験方法の概要を示している。本実験では海上に 200[m]の間隔を取って設定した 2 点
間 A,B を一定速度で往復航行し，電動船外機船について航行速度を段階的に変えながら電
力消費量，原動機回転数および騒音レベルを測定した。次にエンジン船外機船についても
同様の測定を行った。実験結果の分析においては波，潮流および風の影響を相殺するため
に往路および復路における測定値を平均して評価を行った。 
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図3.9 原動機回転数－騒音レベル特性
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表 3.3 に電動船外機船の諸元を示す。この船体は愛媛県宇和島市で使われている代表的
な形状の小型漁船であり，比較的穏やかな海面で真珠養殖などの作業に用いられ，稚貝や
ロープなどを甲板に広げたり，収穫した真珠貝を載せたりするため船幅が広く甲板の平坦
な船型をしている。ここで電動船外機のモータ出力およびバッテリ容量は，この船体に標
準的に使用されるエンジン船外機と同等出力のモータおよび最高速度で連続 1 時間程度の
航行を目安としたバッテリの容量が選ばれている。図 3.11 は電動船外機船における電装
部品の配置を示している。電装部品の中でバッテリが約 300[kg]あり，船体重量の約 2 割
を占めるため，重量バランスを取る必要から船首と船尾のデッキ下に分散配置している。
測定時の船体重量は船体に船外機，電装部品，乗員 4 名の体重を加えたものである。一方，
表 3.4に比較対象であるエンジン船外機船の諸元を示す。 
この実験では，バッテリとガソリンの重量エネルギー密度の違いに起因して，電動船外
機船とエンジン船外機船の総重量や航続距離など条件が揃っていない。そのためにエネル
ギー消費量に関する厳密な比較とはならないが，両船の実用的な条件下での比較を行うも
のである。実験海域を図 3.12 に示す。この海域は半島や島に囲まれ外からの波があまり
入って来ず，穏やかな海面である。実験時は大潮の満潮から干潮へ向かう時間帯であった
ので，湾奥から沖に向かう弱い潮流があったものと推測される。また風，波ともほとんど
ない状況であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.10 航行状態での実験方法の概要 
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表 3.3 電動船外機船の諸元 
 
船  種 和船 
船長・船幅 船長 7.15［m］,船幅 2.0［m］ 
総トン数 2.0［トン］ 
船外機型式 ei-5014) 
 
電 池 
 
種類 
 リチウムイオンバッテリ
EP100-720) 
容量 310V/100Ah (26V100Ah×12) 
測定時の船体重量 1.6［t］ (乗員 4 名を含む) 
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図 3.11 電動船外機船における電装部品の配置 
リチウムイオン 
バッテリ 
（300kg） 
表 3.4 エンジン船外機船の諸元 
船  種 和船 
船長・船幅 船長 7.15［m］,船幅 2.0［m］ 
総トン数 2.0［トン］ 
船外機型式 F50F19) 
燃料 
種類 ガソリン 
容量 20［ℓ］ 
測定時の船体重量 1.2［t］ (乗員 4 名を含む) 
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3.4.2 実験結果 
図 3.13 は航行速度と原動機回転数の関係を示している。航行速度が同じ場合，電動船
外機船はエンジン船外機船に比べて原動機回転数がやや高く，特に 5［kt]においては，そ
の差が著しい。最高速度は電動船外機船で 18［kt]，エンジン船外機船で 22［kt]であっ
た。また速度 0［kt]の場合，電動船外機船のモータは停止しているが，エンジン船外機船
のエンジンはアイドリング時の回転数を保ちつつ，ギヤはつながっていない状態である。 
図 3.14 は航行速度とその速度を維持するために必要な 1 時間当たりの電力消費量およ
びガソリン消費量の関係を示している。両者は直接比較できないため，3.3.2 節で述べた
方法と同様に電力量とガソリン量をそれぞれ熱量に換算し，1 時間当たりのエネルギー消
費量で示したものを図 3.15 に示す。5［kt]においては電動船外機船の航行に必要とする
エネルギー消費量はエンジン船外機船の場合の約 50［%]であるが，10［kt]以上になると
両者の差は殆ど見られなかった。3.3.2 節で明らかになった推力発生装置としての電動船
外機のエンジン船外機に対する優位性が，航行状態においてはバッテリ搭載に伴う重量増
加によって，大きく損なわれたものと推測される。  
図 3.16 は，航行速度と騒音レベルの関係を示している。航行速度の上昇にともなって
騒音レベルの上昇がみられる。測定の結果，すべての回転数において電動船外機船の騒音
レベルは低いが，その騒音レベルの差は 10［kt]以上になると小さくなる。これは航行状
態における実験のため航行速度が増加することでプロペラが水をかく音や船体が起こす波
の音，船体が海面をたたく音が原動機の音よりも大きくなり，原動機の違いによる騒音レ
ベルの差が減少したものと考えられる。 
 
図 3.12 実験海域 (愛媛県宇和島市津島町泥目水) 
国土地理院地図（電子国土 Web）より引用 
 
本実験海域 
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図3.13 航行速度－原動機回転数特性
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3.4.3 プロペラの直径とピッチについての考察 
 プロペラピッチと回転数の積から求めた理論上の速度と，実際の航行速度との差の割合
をスリップ率という。図 3.17 は船外機船の航行速度とスリップ率の関係を示している。
通常，本研究で用いた滑走型船舶では，スリップ率 50［%]未満が理想とされている 21)。
ところが，電動船外機船のスリップ率が 10［kt]以下の航行速度で 50［%]を超えている。
この原因はプロペラにあると推測される。同じプロペラを使った場合は，電動船外機船は
エンジン船外機船と比較して約 400［kg]近く重いため，十分に速度が上げられない。そこ
でピッチの大きなものが選ばれている。ところがモータの出力特性から高回転時のトルク
が小さく，ピッチの大きなプロペラを回すことができず最高回転数が低下するため，プロ
ペラ直径を小さくすることで負荷を下げ，回転数を稼ぐことで最高速度を得ようとした。
その反面，低回転時では小さな直径のプロペラでは押し出す水の量が少なくなり推力が低
下するため，スリップ率が大きくなったと考えられる。   
 
3.5 おわりに 
本章では，電動船外機とエンジン船外機の特性および船外機を取り付けた小型船の航行
特性を計測した実験の分析結果に基づき，エネルギー消費量と騒音レベルについて評価し
た。その結果，電動船外機はエンジン船外機の概ね 27［%]から 46［%]のエネルギー消費
量で同じ推力を発生させる性能を有することがわかった。小型船を航行させる場合，発電
効率を 60［%]，送電効率 94［%]，バッテリ充放電効率 83［%]の仮定のもとでは，5［kt]
においては電動船外機船の航行に必要とするエネルギー消費量はエンジン船外機船の場合
の約 50［%]であるが，10［kt]以上になると両者の差は殆ど見られないことが明らかと
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図3.17 航行速度－スリップ率特性
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なった。また騒音レベルの比較では，電動船外機の方がエンジン船外機と比較して低いこ
とが示された。 
エネルギー消費量に関する電動船外機のエンジン船外機に対する優位性は，モータとガ
ソリンエンジンのエネルギー変換効率の違いによって生じるものである。しかし，実際に
小型船を航行させる場合には，優位性は極めて小さくなる。その原因は，航行に必要なエ
ネルギーを蓄えるバッテリの重量に起因する航行抵抗の増加と，回転数の上昇に従って発
生トルクが小さくなるモータの出力特性にあると考えられる。そこで，これらの特性を最
大限に活かす運用方法としては，船体重量の増加に伴う航行抵抗の増加が少ない船体を選
ぶとともに，漁業分野では移動距離が短く高速で航行する必要のない養殖漁業や定置網の
水揚げ作業船などへ，またそれ以外の分野では航行速度よりも静粛性が求められる観光遊
覧船などの用途に限定することが有効である。 
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第 4章 電動船外機船の経済性の評価 
4.1 はじめに 
第 2 章では船外機の構造を理解した上での電動船外機船の開発と航行試験，第 3 章では
前章の課題に基づいて電動船外機船の航行特性の測定を行った。そこで本章では，新たに
リチウムイオンバッテリと電動船外機の量産効果による製造費用の予測，意識調査に基づ
いて開発された電動船外機を用いた実証試験の結果から得られたエネルギー経費や CO2 排
出量の削減効果などを考慮して，電動船外機船の経済性を総合的に評価する。また電動船
外機船の導入による排出権を活用するモデルを提案し，実現の可能性を明らかにする。 
 
4.2 電動船外機船の開発経緯と実証試験 
4.2.1 電動船外機船に対する意識調査 
参考文献 7)8)9)に述べた結果に基づき，経済性評価の対象となる電動船外機船の開発経緯
と経済性評価の基礎となる実証試験について詳述するとともに，バッテリ搭載に伴う船体
重量の増加による航行速度や連続航行距離などの制約を考慮し，電動船外機船の用途を沿
岸部における養殖や定置網漁，昆布漁などに限定する。電動船外機船を導入するためには，
性能面と経済面の両面からの検討が必要である。 
電動船外機船の開発に先立って課題を明確にするために，2009 年に長崎県対馬市厳原町
漁業協同組合に所属する漁業従事者を対象として，電動船外機船に関する自由記述式のア
ンケートを実施した。回答者は 10 名であった。回答内容を 6 項目とその他に整理し，各
項目が含まれていた回答の割合を図 4.1 に示す。本意識調査で得られた 6 項目はいずれも
電動船外機に関わる課題を指摘する内容であり，漁業従事者にとって長年利用してきたエ
ンジン船外機を電動船外機に変更することに対する強い懸念が明らかになった。 
 
 
 
 
0% 20% 40% 60% 80%
回答率
バッテリ容量への不安
速度が遅い
バッテリの充電の煩雑さ
価格が高い
感電事故が心配
経費の増加
その他
図4.1 電動船外機船に対する意識調査結果
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4.2.2 電動船外機の開発 
4.2.1 節に述べた意識調査の結果を踏まえ，エンジン船外機船に近い航行速度と航行距離
となるように，電動船外機船のモータ出力やバッテリ容量および充電方法などを決定した。 
まず，船外機を取り付ける船体については，実証試験での用途を考慮して，全長約 5.9
［m］の越智造船所製の滑走型和船とした。この船体は最大出力 22.1［kW］のエンジン船
外機で駆動されることから，電動船外機のモータとして出力 22.3［kW］のものを選定した。
図 4.2 にエンジン船外機のエンジン部分をモータなどに換装した電動船外機の構造を示す。
モータ (①)はモータマウント(②)によって船外機外殻(③)に取り付けられている。イン
ナーブッシング(④)とアウターブッシング(⑤)で構成されるモータカップリングとスプライ
ンアダプタ(⑥)は 6 本のボルト(⑦)で接続され，フランジ軸継手を構成している。①の回転
力はフランジ軸継手を経由し，ドライブシャフト(⑧)に伝達される。スペーサ(⑨)は②を固
定し，フランジ軸継手とドライブシャフト間の距離を一定に保つ。また，ドライブシャフ
トにはスプライン溝が刻まれ，①の回転力をスリップなく伝達できる構造となっている。
一方，図 4.3に制御機器とバッテリの接続構成を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    
 
図 4.2 電動船外機の構造 (参考文献 8から引用し修正) 
① モータ 
② モータマウント 
③ 船外機外殻 
④ インナーブッシング 
⑤ アウターブッシング 
⑥ スプラインアダプタ 
⑦ ボルト 
⑧ ドライブシャフト 
⑨ スペーサ 
図 4.3 制御機器とバッテリの接続構成  
主バッテリ 
バッテリ部分 
保護ヒューズ 
制御回路 
コントローラ部分 
残量計 
船外機部分 
ブ
レ
ー
カ 
キースイッチおよび
アクセルセンサ 
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三相モータ 
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漁業従事者からの要望に基づき本実証試験に必要な航行条件を 
(1) 5 ノットで連続 5 時間航行できること 
(2) 10 ノットで連続 2 時間航行できること 
(3) 12 ノットで連続 1 時間航行できること 
とした。これらの条件を満たすように電動船外機船に搭載するバッテリ容量を算定した。 
可能な限り波，潮流および風などの影響を受けない条件下で，開発した電動船外機船を
5，10，12［ノット］の各航行速度で推進させるための電力を計測したところ，それぞれ，
約 3［kW］，約 8［kW］，約 15［kW］であった。ここで航行速度と電力消費量の間に比例関
係が見られない理由は，船舶が航行時に消費するエネルギーはその速度の 3 乗にほぼ比例
する 2)ことと，さらに滑走型和船では滑走型走行に入るより低い速度域で造波抵抗の影響
が大きくなることが要因と考えられる。この計測結果に基づき条件(1)，(2)，(3)を満たす
ためのバッテリ容量は，それぞれ約 15［kWh］，約 16［kWh］，約 15［kWh］であることか
ら，電動船外機に搭載するバッテリ容量を 20［kWh］とした。 
このようにして開発された電動船外機船の諸元を表 4.1に示す。 
 
4.2.3 実証試験の概要 
 船外機を電動化する効果を実際の使用状況において検証するために実証試験を行った。
本実証試験は，電動船外機船とエンジン船外機船を比較するため，両船外機を同じ形状の
船体に取り付け，航行経路や速度，積載物などの条件をほぼ同一にして実施された。経済
性を評価するために，両船に搭載した GPS 受信機に記録されたデータに基づき航行距離，
航行時間，最高速度，平均速度を求めた。さらに，電動船外機船のバッテリに充電された
電力量を電力消費量Peとして，電力量計により計測した。一方，エンジン船外機船のガソ
リン消費量Pgを満タン法によって求めた。 
本実証試験は，長崎県対馬市厳原町豆酘付近の海域における定置網による操業に合わせ
て 2010 年 9 月～11 月に行われた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 4.1 電動船外機船の諸元 
 
船   体 
和船 (総トン数 0.6 トン，船長約
5.9m，船幅約 1.6m，船体重量 346kg) 
船 外 機 
F30BEHT19)のエンジン部分を電気
モータに換装 
電気モータ出力 22.3kW (100V/4000min-1) 
バッテリ容量 20kWh (100V/200Ah) 
バッテリ重量 160kg 
満充電後の 
航行時間 
2.5 時間 (10 ノット航行時) 
最高航行速度 25 ノット 
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4.2.4 実証試験の結果  
 実証試験における電動船外機船の電力消費量Peとエンジン船外機船のガソリン消費量Pg
を表 4.2 に示す。PeとPgを直接比較するため，３章では各過程の損失を考慮した 7.66［MJ］
を用いたが，本章では電力消費量 1［kWh］を一般電気事業者が運用する電線路を介して供給
された昼間の受電端投入熱量 9.97［MJ］22)に，ガソリン消費量 1［ℓ］を熱量 34.6［MJ］13)
に換算して得られる換算エネルギー量EeとEgを導入する。ここで，電動船外機船の省エネ
ルギー化率 R[%]を以下のように定義する。 
𝑅 =
𝐸𝑔−𝐸𝑒
𝐸𝑔
                                 (3) 
全期間で𝑅 = 34.0［%］を達成でき，電動船外機船を導入することによって大幅な省エ
ネルギー化を図れることが実証できた。これは定置網による漁法では，速度を競って漁場
に移動する必要がないため，電動船外機船の優位性が生かせる航行速度で移動したためと
思われる。一方，10 月においては𝑅 = 19.1［%］であり他の月と比較して省エネルギー化
率が低かった。その要因として，10 月上旬は風が強く海が荒れた日が多かったこと，およ
び重量約 200［kg］の機器を両船舶に搭載して定置網の清掃に約 10 日間使用したことが
挙げられる。船体重量にバッテリ重量が加わる電動船外機船において，これらの影響が特
に大きく出たものと推測できる。 
 
4.3  電動船外機に関する経済性評価 
4.3.1 電動船外機の製造費用 
 2010 年当時，実証試験で使用された電動船外機の製造費用は，3 台生産したとき約
3,500［千円/台］であった。また，その内訳はリチウムイオンバッテリ約 2,000［千円］，
電気モータと制御器約 750［千円］，ケーブル約 252［千円］，取付工事約 498［千円］で
あった。本章では，電動船外機の経済性を普遍的に評価するために，これらの費用をエン
ジン船外機の製造に必要な費用約 600［千円］で除した値を相対費用と定義し，表 4.3 に 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 4.2 電動船外機船とエンジン船外機船のエネルギー消費量 
 
操 業 期 間 
2010 年 操 業 
期間内 
合 計 
9 月 10 月 11 月 
22 日～30 日 1 日～31 日 1 日～20 日 
操 業 日 数[日] 9 29 19 57 
電動
船外
機船 
電力消費量 
P𝑒  [kWh] 
89.62 217.62 128.67 435.91 
換算エネルギー量 
Ee [MJ] 
893.5 2169.7 1282.8 4346.0 
エン
ジン
船外
機船 
ガソリン消費量 
Pg[ℓ] 
50.4 77.5 62.5 190.4 
換算エネルギー量 
Eg[MJ] 
1743.8 2681.5 2162.5 6587.8 
省エネルギー化率 
R = (Eg − Ee) Eg⁄ [%] 
48.8 19.1 40.7 34.0 
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示す。ここで電動船外機の製造費用はエンジン船外機の 5.83 倍であり，特にリチウムイオ
ンバッテリにかかる費用の占める割合が大きいことがわかる。 
次に，2020 年頃における電動船外機の製造費用を予測する。NEDO ロードマップ 23)に
基づくリチウムイオンバッテリの経済性評価によると 2020 年頃の価格としては 20［千円
/kWh］以下が見込まれていることから，20［kWh］のリチウムイオンバッテリは約 400［千
円］になると予測される。これは 2010 年の価格の 0.2 倍である。また，学習曲線効果 24)
として広く知られる量産効果によると生産量が 2 倍になる毎に様々な費用が 10～25［%］
下がることが示されている。電動船外機船の用途として想定される採貝藻・養殖作業船・
小型定置漁船などが全国に約 10［万隻］存在し 25)， それらの船外機の耐用年数を 10［年］
と仮定すると，1 年で約 1［万台］の買い換え需要が見込まれる 26), 27)。これを踏まえて，
2020 年頃に電動船外機が実証試験時の 16［倍］，すなわち 48［台］製造されると仮定し，
学習曲線効果の中間値 18［%］を用いて予測すると，リチウムイオンバッテリ以外の費用
は 0.45 倍になる。これらを総合すると，2020 年頃における電動船外機の製造に係る相対
費用は 1.79 になると予測される。さらに国や県の補助金を適用できれば，電動船外機の製
造費用をエンジン船外機の製造費用約 600［千円］に近づけることができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4.3.2 電動船外機船のエネルギー経費 
 次に，電動船外機船とエンジン船外機船のエネルギー経費に基づく経済性を比較する。
ガソリン価格や電気料金は常に変動するため，ここでは,1［kWh］当たりの電気料金 Ce を
1［ℓ］当たりのガソリン価格 Cg で除した係数𝐾𝑒を導入する。 
 
𝐾𝑒 =   
𝐶𝑒
𝐶g
［￥/kWh］ /［￥/ℓ］                         (4) 
分母と分子についている単位を整理すると， 
 
         =  
𝑃g
𝑃𝑒
［ℓ/kWh］                                  (5) 
となり，価格に無関係なガソリン消費量 Pg と電力消費量 Pe の比の単位となる。そこで， 
表 4.3 電動船外機の製造に必要な費用の予測 
 
 
2010 年の 
相対費用*1 
2020 年頃の 
相対費用*1 
電動船外機全体 5.83 1.79 
内 
 
訳 
バッテリ 3.33 0.67 
電気モータと 
制御器 
1.25 0.56 
ケーブル 0.42 0.19 
取付工事 0.83 0.37 
  *1 エンジン船外機の製造に必要な費用に対する相対費用 
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表 4.2より操業期間内合計の𝑃g⁄𝑃𝑒を求めてみると 0.437［ℓ/kWh］となる。 
式(4)から，分母にある 1［kWh］当たりの電気料金 Ce が低下するか，分子にある 1［ℓ］
当たりのガソリン価格 Cg が上昇すると，電動船外機船のエネルギー経費に掛かる優位性
が高まることになると同時に，𝐾𝑒＜0.437［ℓ/kWh］が成り立つ。ここで 2010 年 10 月に
おける長崎県対馬市のガソリン価格は 150［円/ℓ］と同月における九州電力の従量電灯 B
の料金プラン(基本料金を除く) による電気料金の単価は 18.74［円/kWh］であった。そこ
で，この時点での𝐾𝑒は 0.125［ℓ/kWh］となり，表 4.2 よりそれぞれの消費量と 1［kWh］
当たりの電気料金 Ce および 1［ℓ］当たりのガソリン価格 Cg からそれぞれのエネルギー
経費を求めてみると，電動船外機船のエネルギー経費はエンジン船外機船のエネルギー経
費の 0.29 倍となり，その優位性が示された。 
 
4.3.3 排出権取引を考慮した経済性 
 ここでは，主要な温室効果ガスの一つである CO2 に着目し，排出権取引を考慮した経済
性について評価する。1997 年に気候変動に関する国際連合枠組条約の京都議定書が採択さ
れ，市場原理を活かして温室効果ガスを削減する方法が認められた 28)。この条約により排
出量の削減分を先進国に権利として売却するための排出権取引ができるようになり，温室
効果ガスの削減分を収入として計上できるようになった。 
表 4.2 の結果から，操業 1 日分および 1 年分の日数を 220［日］とした電動船外機船の
電力消費量とエンジン船外機船のガソリン消費量をそれぞれ表 4.4 に示す。さらに，電力
量およびガソリン量に対する CO2 排出係数をそれぞれ 0.599［kg-CO2/kWh］29)，2.322
［kg- CO2/ℓ］30)として CO2 排出量を求めた。その結果，エンジン船外機船を使用する場
合と比較して電動船外機船を使用することによって 1 年間に CO2 の排出量を 698.1［kg］
削減できることが明らかとなった。排出権取引価格は市場原理により変動するが，電動船
外機船の優位性を高める要因となる。例えば，2011 年における東京都の排出権取引価格
31)は，CO2 排出量 1［t］当たり 15［千円］であるため，1 年間に約 10,472［円］の収入
となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 4.4 CO2排出量の削減効果 
 
船外機船の種別 電動船外機船 エンジン船外機船 
操業 
1 日分 
電力消費量 [kWh] 
 
7.65  
ガソリン消費量 [ℓ] 
 
 3.34 
操業 
1 年分 
(220 日分) 
電力消費量 [kWh] 
 
1683  
ガソリン消費量 [ℓ] 
 
 734.8 
CO2 排出量 [kg] 
 
1008.1 1706.2 
CO2 排出削減量 
[kg] 
698.1 
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4.4 電動船外機船の活用モデル 
 4.3 章で述べたように電動船外機船はエンジン船外機船と比較して，製造費用は高くな
るが，省エネルギー効果が期待できる上，その結果としてエネルギー経費も削減できると
ともに排出権取引による経済的な効果も見込めることがわかった。さらに，電動船外機は
漁場において排気ガスを出さないため大気や海水を汚染しないことから漁獲物をクリーン
な状態で漁獲できる価値も付加することができる。 
一方，船外機の電動化に伴いバッテリへの充電設備が必要となる。電動船外機船への充
電は漁港内の係留場所において，電動船外機船 1 隻につき 1 個設置された専用コンセント
を用いて行われる。しかし急速充電方式を用いてもエンジン船外機船への燃料補給に要す
る時間と比較して約 3 倍の時間を必要とする。また，沖合で補充電することが難しいため，
万一の充電量不足時に備えて，櫓を積むことや携帯電話や無線機などによる連絡態勢を整
備することが望ましい。 
以上述べた点ならびに漁業協同組合(以下，漁協)の現状や国内クレジット認証委員会，
関連法令などを考慮し，沿岸漁業へ電動船外機船導入の効果を高めるために図 4.4 に示す
電動船外機船の活用モデルを提案する。 
この活用モデルでは，最初に漁業従事者が「国内クレジット認証委員会」によって承認
された電動船外機船を,漁協からリースを受け操業する(①)。次に漁業従事者から漁協へ
CO2 排出削減量を算定するための GPS による航行データと水産物が提出される(②)。漁
協は，航行データと漁船情報から CO2 排出削減量を算出し，国内クレジット認証委員会に
算出された排出権を申請し，承認を得る(③，④)。国内クレジット認証委員会からは，排
出権が漁協に授与される(⑤)。漁協は，排出権と水産物を合わせて環境負荷型小売店に販
売する(⑥)。環境負荷型小売店は認定機関が設定した排出権枠を利用する。環境負荷型小
売店は漁協に排出権と水産物の代金を合わせて支払う(⑦)。なお，ここで示す環境負荷型 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.4 電動船外機船の導入による排出権の活用モデル 
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小売店とは，地球温暖化対策の推進に関する法律 32) 下で規定され，エネルギー使用量が
合計して 1,500kℓ以上，全ての事業所の総排出量が CO2 換算で 3,000t 以上の事業者が該
当し，一定以上の排出権の購入が義務付けられる。最後に，漁協は水産物売買代金を漁業
従事者に支払う(⑧)。  
 電動船外機船の導入による排出権の活用モデルを運用するためには，国内クレジット認
証委員会によって承認された電動船外機船の利用によって削減される CO2 排出量を常に計
測し，排出権取引を支援するためのシステムが必要になる。ここでは，地球温暖化対策の
推進に関する法律に示されたシステム例と参考文献 9)で提案したシステム構成に基づき，
電動船外機船の普及に伴うデータベースの容量増加を考慮し，データベース部を管理サー
バから分離したシステム例を提案する。充電電力計測端末，管理サーバ，データベース部，
排出権認証端末，および排出権取引端末をインターネットに接続して構成されるシステム
例を図 4.5に示す。 
まず，本システムの充電電力計測端末を電動船外機船が所属する漁港に設置し，個々の
電動船外機船への充電電力量を計測する。次に，各充電電力計測端末から送信された充電
電力量とデータベース部にある漁船情報などに基づいて CO2 排出削減量を算出する。排出 
権認証端末は CO2 排出削減量に対応して CO2 排出権を認証し，管理サーバに送信する。
排出権取引端末は管理サーバから送信され，登録された CO2 排出権情報に基づいて CO2
排出権売却金額を算出する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.5 排出権取引支援システムの構築例 (参
考文献 8)から引用し修正) 
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この活用モデルの利用を推進することによって，漁獲された排出権付きの水産物を優先
的に取引できるようになり，漁業従事者の電動船外機船導入に係る動機付けにつながると
考えられる。 
 
4.5 おわりに 
 本章では，漁業従事者への意識調査に基づいて開発された電動船外機船を用いた実証試
験を行い，その経済性の評価を行った。その結果，電動船外機の製造費用は 2010 年時点
でエンジン船外機の 5.83 倍であったが，リチウムイオンバッテリの価格低下と電動船外機
の量産効果を考慮すると 2020 年頃には 1.79 倍に低下することが予測された。また 2010
年時点で，電動船外機船のエネルギー経費はエンジン船外機船の 0.29 倍であることや公的
補助金の適用，排出権取引について考慮した結果，電動船外機船のエンジン船外機船に対
する経済的な優位性を高められることが明らかとなった。この経済性評価の結果と沿岸漁
業の現状を考慮して構築された電動船外機船の活用モデルを提案し，その実現性について
検討した。 
一方，電動船外機船はエンジン船外機船と比較して航行距離や航行速度に制約が大きい
ことが課題として残っている。これらの制約を緩和するためには船体を軽量化することが
求められ，とくに重量エネルギー密度の大きなバッテリの開発が望まれる。 
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第 5章 電動船外機船を用いたエネルギー教育 
5.1 はじめに 
 第 2 章では電動船外機船の構造理解と製作方法および航行試験について詳細に報告を
行った。また第 3 章では前章の課題に基づいて電動船外機船の航行特性を測定し，電動船
外機船の航行特性を最大限に活かすための運用方法 33)について提案した。さらに第 4 章で
は量産効果による費用の予測や実証試験に基づいて電動船外機船の経済的な優位性につい
ての検証 34)を行った。そこで本章では，それらの知見を活かした電動船外機船を用いたエ
ネルギー教育を提案する。ここで専門高校の課題研究の導入にあたり，以前開発した船外
機の構造，船外機船の航行特性および経済性を理解した上で，実際の授業では費用の観点
からモータとプロペラを直結した構造で船体の位置を微調整するための船外機の一種であ
る，電気推進機を用いた。 
対象となる生徒は，平成 27 年度の大分県立中津東高等学校の電気科第 3 学年 40 名の中
で，総合的な学習の時間の代替として行われている課題研究のテーマから，電気推進機船
の航行特性の測定を選択した 10 名の生徒である。生徒が在籍する学校は周防灘に面して
おり，沿岸漁業が盛んな地域である。また中津市内にダイハツ九州㈱が，近隣地域にも自
動車関連企業が多数進出しており，大部分の生徒は製造業に就職している。そこで中津市
の漁業や製造業が盛んであるという地域の特性を活かした課題研究のテーマとして，電気
推進機船を教材とした教育実践を提案し，さらにアンケートを通してその学習効果を評価
することを目的とする。製造現場に就職する割合の高い専門高校電気科の生徒にとって，
開発した製品が経済的に成り立たない中で，様々な手段によって普及させる方法を学習で
きることが，この課題研究の特徴である。 
 
5.2 課題研究の内容 
5.2.1 年間指導計画 
 本章の成果を教育実践へ応用するために専門高校電気科の 3 年生を対象にして，電動船
外機の製作と航行特性ならびに経済性の評価を内容とする課題研究を提案した。課題研究
の年間計画を表 5.1に示す。 
この課題研究では 4 月から 5 月にかけて課題研究に取り組むにあたって，安全指導およ
び船外機の理解を深める学習を行う。6 月から 7 月にかけてエンジン船外機のエンジンを
取り外した後，モータを取り付けて電動船外機を製作する。9 月から 10 月にかけて製作し
た電動船外機を小型船に取り付け，エンジン船外機と比較して航行特性の測定および評価
を行う。11 月から 12 月にかけて電動船外機の製作費用を算出し，省エネルギー効果や排
出権取引を導入することで経済的に成り立つかを評価する。1 月に課題研究で得られた成
果を発表するための資料および質問に対応するための想定問答を作成し，2 月に発表する。 
電動船外機とエンジン船外機の製造費と燃料費の比較から，電動船外機の普及は経済的
に難しい。しかし電動船外機には，化石燃料に依存しないこと，運転時に CO2 を排出しな
いこと，水質汚染の恐れがないこと，などの環境面での優位性がある。そこで電動船外機
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を経済的に成り立たせて普及させるための方法として，省エネルギー効果や CO2 排出削減
を目的とした公的な補助金の適用，排出権取引の活用，などがある。このように工学的な
学習に加えて経済的な側面を学習できることが，この課題研究の特徴である。さらに，複
数の生徒が一つの電動船外機の製作活動に取り組むことにより，協働を意識し，思考力・
判断力・表現力などを育むことを目標とした。学習指導要領を踏まえた学習評価の観点を
表 5.2に示す。 
ここで，教員がこの授業計画に取り組むにあたり，実験機器の入手方法，所要期間，実
験場所の確保について詳細に説明する。最初に実験機器の入手方法である。船外機は漁港
近くの漁船の整備工場等において，エンジン不良により廃棄予定の古い船外機をほぼ無料
で入手可能と思われる。モータ，コントローラ，回転計，電力量計，バッテリ，ガソリン
携行缶，ガソリン流量計，トランシーバおよびストップウオッチなどは校内にあるものを
利用する。船体は漁協の協力で借りられることが考えられる。次に所要期間である。課題
研究は標準単位数が 3 であることから，船外機の分解に 2 週，モータを載せるための加工
に 3 週，調整・組み立てに 2 週，合計 7 週必要なことから 6～7 月で実施が可能と考えら
れる。同様に航行特性の測定についても 9～10 月で実施が可能と考えられる。最後に実験
場所の確保は，漁協の協力をいただくことで，漁港内の安全な場所での実施が想定できる。 
表 5.1 課題研究の年間計画 
 
月 学習内容 学習活動 留意点 
 4～5  安全指導および
船外機の理解 
・オリエンテーション 
・年間計画の作成 
・船外機の構造理解 
年間計画の作成および
安全指導 
 6～7  電動船外機の製
作 
・船外機の分解 
・エンジンの取り外し，モータの取り付け 
・電動船外機の製作 
製作手順の確認のため
の写真撮影および工具
の確認 
9～10  航行特性の測定
および評価 
・エンジン船外機および電動船外機の航行特性の
測定および評価 
測定時の諸条件の確認 
11～12  経済性の評価 ・電動船外機の製作費用の確認 
・省エネルギー効果の評価 
・CO2排出削減量の算出および排出権取引の理解 
電力会社での CO2 排出
係数および熱量換算値
の確認 
1  発表準備 ・発表資料の作成 発表範囲の確認と想定
問答の準備 
2 発表 ・発表 発表後の感想記入 
 
表 5.2 課題研究の評価の観点 35) 
 
関心・意欲・態度 思考・判断・表現 技能 知識・理解 
 
電動船外機の製作と航行
特性ならびに経済性の評
価に関する諸問題につい
て関心を持ち，製作した
電動船外機の航行特性の
測定に向けて，主体的に
取り組もうとするととも
に，実践的な態度を身に
つけている。 
 
電動船外機の製作と航行
特性ならびに経済性の評
価に関する諸問題の解決
を目指して思考を深め，
製作した電動船外機の航
行特性の測定に向けて，
基礎的な知識と技術を基
に，技術者として適切に
判断し，表現している。 
 
電動船外機の製作と
航行特性ならびに経
済性の評価に関する
基礎的・基本的な技
術を身につけ，安全
や環境に配慮し，も
のづくりを合理的に
計画し，適切に活用
している。 
 
電動船外機の製作と
航行特性ならびに経
済性の評価に関する
基礎的・基本的な技
術を身につけ，現代
社会における工業の
意義や役割を理解し
ている。 
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5.2.2 調べ学習の内容と生徒の感想例 
 表 5.3 は調べ学習の内容を示している。生徒は 4 月から 5 月にかけて船外機のことを理
解するために，項目別に 3 班に分けてインターネットや書籍を使って調べ学習を行った。
図 5.1，図 5.2 はそれぞれ調べ学習の内容の記述例を示している。生徒の感想を以下に示
す。 
 
○生徒の調べ学習の感想例 
「船外機とは何かをまず知ることがこれからの課題研究を行うにあたって大事なことだ
と思うのでまず相手を知ることから始めました。ほかにも制御のしかたや測定器の取り付
け方など知りたいことがたくさんあって調べました。6 月には注文した船外機がくると
いっていたので，それまでに知識を増やしていきたいと思います。」 
「前回に引き続きパソコンを使用しての調べ学習になりました。学習内容は船を使って
測定できる項目の測定方法についての調べ学習でした。推力・電力消費量・速度について
また改めて学習ができました。また，班の人とも話し合いができ，よい時間になったと
思っています。」 
などの感想が得られた。これらの調べ学習の感想からは，生徒同士の議論が行われてい
ることがわかる。 
 
表 5.3 調べ学習の内容 
 項 目 調べ学習を行った内容 
船外機の構造 ・船外機の変速機について 
・エンジン船外機の排ガスの排出方法について 
・エンジンの冷却方法 
・船外機の構造について 
・船外機の船舶への取り付け方法 
・船外機の操舵方法について 
 
原動機 
 
・ガソリンエンジンとディーゼルエンジンとの違い 
・エンジンおよびモータ回転数の制御方法 
 
測定方法 ・電力量計を使わずに電力量を測定する方法 
・GPS を使わずに速度を測定する方法 
・ガソリンの流量を測定する方法 
・プロペラの回転数を測定する方法 
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5.2.3 回転数測定装置の製作に関する課題解決学習 
図 5.3 はプロペラの回転数を測定するための特性要因図 36)を示している。大項目を先に
決め中小の項目を書き出し，要因の洗い出しを行った。この手法は工業管理技術の科目で
学習済みの内容で，課題と成果の過程にある解決方法の関係を明確にするために用いた。 
調べ学習の結果，生徒は船外機のプロペラの回転数を測定する２つの方式を考案した。
１つ目は，導体に対して磁束の変化を与えると誘導起電力が生じるファラデーの法則 37)を
利用してコイルに発生した周波数を測定する方式である。２つ目は，半導体の Y 方向に電
流を流すと X 方向に無視できるほど小さい電圧が発生し，ここで Z 方向から磁界を加える
と，X 方向に比較的容易に検知できる大きさの電圧が発生するホール効果 38)を利用した
図 5.1 調べ学習の内容の記述例 1 
 
図 5.2 調べ学習の内容の記述例 2 
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ホール素子で周波数を測定する方式である。実際に扇風機の羽根にネオジム磁石を取り付
けて測定し，コイルの方式とホール素子の方式を比較した。コイルは発生する電圧が低く
周波数カウンタの表示が安定しないため，正確に測定ができなかった。一方，ホール素子
は発生する電圧も高く周波数カウンタの表示も安定していて正確に測定ができた。最後に
電気機器実習でモータ回転数の測定に用いる光学式回転計を基準として校正を行った。 
 図 5.4 はホール素子を用いた回転数測定装置を示している。ネオジム磁石をプロペラに，
ホール素子を船外機本体にネオジム磁石と向き合うように取り付けた。ホール素子と 120
［Ω］の抵抗を直列接続した回路に，4.5［V］の電圧を加える。プロペラが回転してプロ
ペラに取り付けられたネオジム磁石が，船外機本体に付けられたホール素子の前を通過す
ると，ホール素子の抵抗が減少することから，回路に流れる電流値が増加する。そこで抵
抗の両端に発生する電圧波形の周期はネオジム磁石が通過する周期と同じになる。抵抗の
両端に周波数カウンタを接続することで 1 秒毎の振動数を表す周波数ｆ［Hz]が測定され
る。さらにこの周波数ｆ[Hz]を 60 倍することで 1 分毎の回転数ｎ[min-1]に換算すること
ができる。図 5.5 は電気推進機への回転速度センサの取り付け箇所を示している。取り付
けを行ったのちコーキングで防水処理を行った。またエンジン船外機も同様の方法でプロ
ペラ回転数を測定した。 
 
 
 
図 5.3 プロペラの回転数を測定するための特性要因図 
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5.2.4 課題研究に使用した機器 
図 5.6，表 5.4 はそれぞれエンジン船外機の本体および諸元を示している。長所は水冷
式の船外機と異なり空冷式のため，海上で使用する場合でも海水を取り込んで冷却する必
要がないため，船外機内部に塩分が入らず内部の洗浄が不要であることである。一方，短
所はエンジン回転数が一定回転に達したのちにプロペラに回転を伝達する遠心クラッチ機
構のため，エンジン回転数が低い場合はエンジンの回転がプロペラに伝わらないため，低
速度での航行ができないことである。 
図 5.7，表 5.5 はそれぞれ電気推進機の本体および諸元を示している。モータとプロペ 
 
 
 
図 5.4 ホール素子を用いた回転数測定装置 
 
図 5.5 回転速度センサの取り付け箇所 
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ラを直結した構造である。長所は PWM 制御により速度制御を行うことで，抵抗変化によ
る速度制御に比べ消費電力が少なく，1 回の充電で航行できる距離を長くすることができ
ることである。一方，短所はバッテリの重量を加えると，エンジン船外機の重量よりも重
くなることである。 
図 5.8，表 5.6 はそれぞれ船体および諸元を示している。図 5.9 は船体断面図を示して
いる。長所は荷重をかけることで船体底面が V 字形状になるエアキールを装備しているこ
とで，直進性・安定性の向上など航行性能を高める効果がある。一方，短所は充填する空
気の圧力が外気温の影響を受けるため，一定にすることが難しいことである。 
表 5.7 は電気推進機用バッテリの諸元を示している。長所は一般的な車載用バッテリに
比べて容量が大きく，その容量の大部分の放電が可能なディープサイクルバッテリで，再
び充電することで元の電気的特性に回復させることができる点である。 
図 5.10は目盛付滴下ロートを示す。ガソリン消費量を測定するためのものである。 
ここで推進機関の出力が 1.5kW(2 馬力)以下であること，船の全長が 3m 未満であること
および直ちにプロペラの回転を停止できる回転クラッチ等を有すること，この 3 つの条件
を備えることで小型船舶操縦士免許が不要となる。そのことから電動カートを用いた先行
研究 39)と同様に，課題研究におけるすべての操船および測定を生徒自らが行うことで自発
的・創造的な学習態度を育成することが期待できる。 
  
 
図 5.6 エンジン船外機 40)   
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型式  BF2D 
総排気量［cm3］ 57 
ボア×ストローク［mm］ 45×36 
定格出力［kW（PS）/min-1］ 1.47（2）/6000 
プロペラ 直径×ピッチ
［inch］ 
7
1
4
 ×  4
3
4
 
全長［mm］ 410 
全幅［mm］ 280 
全高［mm］ 945 
乾燥重量［kg］ 13.5 
 
表 5.4 エンジン船外機の諸元   
 
図 5.7 電気推進機 41) 
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型  式  ENDURA MAX 55 
推進力[N] 244.5 
電源電圧［V］，出力［kW］ 12，1.5 
プロペラ 
MKP-2 
枚 数 2 
直 径［inch］ 10
3
5
 
ピッチ［inch］ 4
4
5
 
変速機 無段階変速 
モータ制御方法 PWM 制御 
乾燥重量［kg］ 13.0 
 
表 5.5 電気推進機の諸元 
 
図 5.8 実験に使った船体
42)
 
52 
 
 
 
 
 
 
 
型  式 B3-36 
全長×全幅×全高 2840×1350×420 [mm] 
定員 大人 3 名 
重量 22［kg］ 
耐荷重量 280［kg］ 
 
表 5.6  船体の諸元 
図 5.9 船体断面図 
表 5.7 電気推進機用バッテリの諸元 43) 
  
種別 密閉式ディープサイクルバッテリ 
型式  SMF-27MS-730 
容量 105Ah（20 時間率） 
寸法 高さ 225×横幅 173×長さ 304［mm］ 
乾燥重量 22.0［kg］ 
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5.2.5 教材として用いる船舶の航行特性の測定と結果 
図 5.11 はプールでの航行測定準備の様子を示している。水流の影響を受けない条件下
で測定を行うために，校内の 25［m］プールで電気推進機船とエンジン船外機船の航行状
態における諸特性の測定を行った。電気推進機船については GPS を用いて測定した航行
速度を段階的に変えながら電力消費量を測定した。次にエンジン船外機船についても同様
の方法でガソリン消費量の測定を行った。測定では風の影響を相殺するために，直線上の
往路および復路における測定値を平均して評価を行った。25［m］プールでは対角線方向
に測定を行っても航行できる距離が約 30［m］しかなく，しかも航行速度の違いから一定
速度で航行できたのは電気推進機船では最大約 10［s］，エンジン船外機船では最大約 5
［s］であった。航行した時間内に消費した電力消費量およびガソリン消費量を測定し，1
時間あたりの消費量に換算した。 
 図 5.12 は電気推進機船の航行速度-電力消費特性を示している。速度が 2.7［kt］から
3.3［kt］に約 1.2 倍に増加すると電力消費量が約 4 倍になる。また図 5.13 はエンジン船
外機船の航行速度-ガソリン消費特性を示している。速度が 3.3［kt］から 4.2［kt］に約
1.3 倍に増加するとガソリン消費量は約 4 倍となる。 
図 5.14 は両船外機の航行速度-電力消費・ガソリン消費特性を示している。ここで縦軸
が電力消費量とガソリン消費量となっているため，両者を直接比較することができない。
そこで両者を熱量に換算して比較した。ここで，電力消費量 1［kWh］を熱量 9.97［MJ］22)
に，ガソリン消費量 1［ℓ］を熱量 34.6［MJ］13)に換算した。前者の係数は一般電気事業者
が運用する電線路を介して供給された昼間の受電端投入熱量に換算する場合の値である。これ
図 5.10 ガソリン消費量測定用の目盛付滴下ロート 
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らの熱量を使って換算したものが図 5.15 の航行速度-エネルギー消費特性である。約 3.3
［kt］ではエンジン船は電気推進機船に比べて，約 4 倍のエネルギー消費が見られた。 
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図5.12 電気推進機船の航行速度－電力消費特性
図 5.11 プールでの航行測定準備の様子 
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図5.13 エンジン船外機船の航行速度－ガソリン消費特性
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5.2.6 測定結果から得られた考察 
 電気推進機船やエンジン船外機船では，速度が約 1.2～1.3 倍になると電力消費量やガソ
リン消費量は約 4 倍となる。この場合速度とエネルギー消費量が比例しない原因は，船舶
が密度の大きい水を押しのけて航行するため，ゴムボートでは航行速度が上昇するに従っ
て船体の形状が変形して，船体抵抗が増加することが原因と考えられる。 
また熱量換算値を使ったエネルギー消費量の比較では，両船外機船の航行速度が一致す
る約 3.3［kt］において比較した場合に，約 4 倍のエネルギー消費量の違いが見られた。
この原因は航行速度が同じであっても，エンジンのエネルギー効率は低速域においては低
く，一方，モータの効率が低速域には高くなるためと考えられる。 
今回の測定では使用機器の取り扱いの未熟さ，測定条件の整備がなされていないこと，
解析方法の妥当性などの不明確な点があった。表 5.8 は使用機器・測定方法および解析方
法の問題点および改善方法を示している。このように，今年度の課題研究では測定を正確
に行う上で様々な問題点を明らかにすることができた。そこで次年度の課題研究では，こ
れらの問題点を改善することでより正確な測定データや結果が得られることが期待できる。 
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表 5.8 測定や分析の問題点および改善方法 
項目 測定や分析の問題点 改善方法 
 
使 
用 
機 
器 
 
・エンジン船外機では外気温が低い日は
ガソリン消費量の測定値がばらつい
た。 
・エンジン・モータや測定器などの使い
方を十分に理解していないため，測定
に時間がかかったり正確な測定ができ
なかったりした。 
・回転数が安定するまで暖気運転を十分に
行った後，測定を行う。 
・使用機器の使い方を十分理解した上で，地
上での無負荷測定の時から測定シミュレー
ションを繰り返し行うことで，水上での使
用機器の取り扱いを習得する。 
 
 
 
測 
定 
方 
法 
・実験場所がプールのため十分な距離が
とれず操船がうまくできなかった上
に，速度も出せなかった。 
・操船者によって体重・操船方法および
重心の位置等の違いがあり，正確な測
定をすることができなかった。 
・測定に使用したゴムボートの空気圧が
一定でなかった。 
・回転数を基準とした特性が取れなかっ
た。 
・農業用の池や山国川の堰で仕切られた広い
水面を測定場所として使用する。 
・ボートの荷重を一定にするとともに，操船
者の体重移動を少なくするため測定装置を
1 カ所に置いてビデオで撮影しながら測定
を行う。 
・測定を始める前にゴムボートに入れる空気
の圧力を一定にして測定する。 
・回転数と航行速度の特性を測定する。 
解 
析 
方 
法 
・エネルギーの換算の基準になる各段階
の発電効率は，発電方法や電力会社に
よって一定でないため，換算値の選択
が難しい。 
・火力や再生可能エネルギーなどの総合的な
効率や電力会社別の効率などを考慮して換
算値を選んで使用する必要がある。 
 
5.3 課題研究の教育効果を評価するためのアンケート 
5.3.1 アンケート内容 
表 5.9 は生徒へのアンケートの調査項目を示している。項目は，興味・関心および知識
の有無について強い肯定：＋＋，肯定：＋，中立：0，否定：－，強い否定：－－の 5 段
階で示している。 
 
5.3.2 アンケート結果および考察 
今回のアンケートは，評定尺度得点を順位尺度とみなして処理を行った 44)。図 5.16 は
アンケートの結果の平均値を示している。すべての項目で 4 月，9 月，2 月と学習が進む
につれて興味・関心や知識の数値は上昇した。さらに各項目別の内容について説明を行う。 
図 5.17 は船外機に対する興味・関心に関する割合を示している。4 月から 2 月にかけて
「少し興味がある」が大幅に減少し，「興味がある」および「強い興味がある」が除々に
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増加した。ところが 4 月から 9 月にかけて「とても強い興味がある」が増加したものの，
9 月から 2 月にかけて減少した。これは 9 月以降の測定を行うなかで様々な体験をするこ
とで，理解していた知識よりもさらに多くの知識を必要とする場面があり，難しい内容で
あると感じたことが原因で，興味・関心の数値が低下したものと考えられる。このことは
表 5.7の測定や分析の問題点および改善方法からも推察することができる。 
 
 
表 5.9 アンケートの調査項目 
 
項目 設問 内容 選択肢 
A，船外機
に対する興
味・関心に
ついて 
（A-１） モータの構造 １ 興味がない－－  
２ 少し興味がある－ 
３ 興味がある０ 
４ 強い興味がある＋  
５ とても強い興味があ
る＋＋ 
（A-２） モータの動作原理 
（A-３） エンジンの構造 
（A-４） エンジンの動作原理 
（A-５） 船外機の構造 
（A-６） 船外機の推進原理 
（A-７） 船外機の教材化 
B，船外機
の構造につ
いての知識 
（B-１） 船外機船の操舵方法  
 
 
 
 
 
 
 
１ 知らない－－ 
２ 少し知っている－ 
３ 知っている０ 
４ よく知っている＋ 
５ とてもよく知ってい
る＋＋ 
（B-２） 電気推進機の構造 
（B-３） 船外機の変速機 
（B-４） 船外機のエンジンのマフラー 
（B-５） 船外機の排ガスの排出方法 
（B-６） 船外機のエンジンの冷却方法 
（B-７） 船外機の取り付け方法 
C，原動機
の制御につ
いての知識 
（C-１） ガソリンエンジンとディーゼルエンジンの違い 
（C-２） ガソリンエンジンの回転数の制御方法 
（C-３） DCモータの回転数の制御方法 
D，測定に
ついての知
識 
（D-１） 排水量トンと総トン数の違い 
（D-２） 船舶の全長と全幅の違い 
（D-３） ガソリン消費量の測定方法 
（D-４） 電力消費量の測定方法 
（D-５） 川の流れがある中で，その影響を打ち消すよう
な測定方法 
E，分析に
ついての知
識 
（E-１） エネルギー変換 
（E-２） 熱量換算値 
（E-３） CO2の排出削減量 
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 図 5.18 は船外機の構造についての知識に関する割合を示している。4 月から 2 月にかけ
て「知らない」がなくなり，「知っている」および「よく知っている」が大幅に増加した。
また 9 月から 2 月にかけて「とてもよく知っている」は変化していない。 
図 5.19 は原動機の制御についての知識に関する割合を示している。4 月から 2 月にかけ
て「知らない」がなくなり，「知っている」および「よく知っている」が大幅に増加した。
また「とてもよく知っている」が除々に増加した。 
 図 5.20は測定についての知識に関する割合を示している。4 月から 2 月にかけて「知ら
ない」がなくなり，「知っている」，「よく知っている」および「とてもよく知っている」
が大幅に増加した。 
 図 5.21 は分析についての知識に関する割合を示している。4 月から 2 月にかけて「知ら
ない」がなくなり，「知っている」が大幅に増加した。また 2 月になってから「よく知っ
ている」が現れ，「とてもよく知っている」は一度も現れなかった。これは分析について
の知識は専門教科にも含まれていないため理解することが難しかったことが原因で，知識
の数値が低下したものと考えられる。このことは表 5.8 の測定や分析の問題点および改善
方法からも考察することができる 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.16 アンケート結果の平均値 
1 2 3 4 5
４月
９月
２月
A，船外機の興味・関心について
B，船外機の構造についての知識
C，原動機の制御についての知識
D，測定についての知識
E，分析についての知識
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２月
９月
４月
図5.17 船外機に対する興味・関心に関する割合
１ 興味がない
２ 少し興味がある
３ 興味がある
４ 強い興味がある
５ とても強い興味がある
0% 20% 40% 60% 80% 100%
２月
９月
４月
図5.18 船外機の構造についての知識に関する割合
１ 知らない
２ 少し知っている
３ 知っている
４ よく知っている
５ とてもよく知っている
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0% 20% 40% 60% 80% 100%
２月
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４月
図5.19 原動機の制御についての知識に関する割合
１ 知らない
２ 少し知っている
３ 知っている
４ よく知っている
５ とてもよく知っている
0% 20% 40% 60% 80% 100%
２月
９月
４月
図5.20 測定についての知識に関する割合
１ 知らない
２ 少し知っている
３ 知っている
４ よく知っている
５ とてもよく知っている
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5.4 おわりに 
年間学習指導計画に沿って時系列に従った教育実践を提案した。また，以前開発した船
外機の構造および船外機船の航行特性を理解した上で，費用の観点からモータとプロペラ
を直結した構造で船体の位置を微調整するための船外機の一種である電気推進機を用いて，
専門高校の課題研究を対象とするエネルギー教育を実践し，具体的な学習内容と期待され
る教育効果を示した。 
航行特性の測定結果から，電気推進機船やエンジン船外機船では，速度が約 1.2 倍～1.3
倍になると電力消費量やガソリン消費量は約 4 倍となる。この場合速度とエネルギー消費
量が比例しない原因は，船舶が密度の大きい水を押しのけて航行するため，ゴムボートで
は速度が上昇するに伴い船体の形状が変形して，船体抵抗が増加することが原因と考えら
れる。また両船外機船の航行速度が共通する約 3.3［kt］において，約 4 倍のエネルギー
消費量の違いが見られた。この原因は，エンジンのエネルギー効率は低速時においては低
く，一方，モータのエネルギー効率が低速時には良くなるためと考えられる。 
しかし，本年度の課題研究の測定では使用機器の取り扱いの未熟さ，測定条件の整備が
なされていないこと，解析方法の妥当性などの不明確な点があった。そこで次年度に向け
てこれらの問題点を改善することでより正確な測定データや解析結果が得られることが期
待できる。 
生徒の学習状態を感想やアンケートを通して教育効果を検証する中で，難しい知識を要
求される場面では興味・関心の数値が低下したり，分析についての高いレベルの知識が要
求されると知識の数値が低下することがわかった。 
0% 20% 40% 60% 80% 100%
２月
９月
４月
図5.21 分析についての知識に関する割合
１ 知らない
２ 少し知っている
３ 知っている
４ よく知っている
５ とてもよく知っている
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最終的には，研究成果の発表と討論を通してエネルギー変換効率や地球環境に与える影
響などについても考察ができるようになることが期待できる。 
生徒が航行特性を測定する上で得られた経験は，通常の学習活動では体験できず，企業
入社後の業務などに関するものでもあることから，入社以前にこの体験をすることは大変
重要なことである。さらに，複数の生徒が一つの電動船外機の製作活動に取り組むことに
よって，協働を意識した思考力・判断力・表現力等を育むことなどの教育的効果も期待で
きる。 
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第 6章 結言 
6.1 本研究の成果 
第 1 章では研究の背景および研究の目的について説明し，本論文の構成について述べた。 
 
第 2 章ではコンバートの手法を用いて使われなくなった船外機のエンジンを取り外し， 
モータおよびコントローラで置き換えた電動船外機を開発した。開発した電動船外機を全
長 27［ft］，船舶総トン数 2.5［トン］のプレジャー船に取り付け，航行試験を行った。
電動船外機の開発とその船外機を船舶に取り付けて行った航行試験によって得られた結果
は以下の通りである。 
・ 電動船外機を開発する過程でモータを船外機側のシャフトに直接接続することがで
きないため，フランジ軸継ぎ手と呼ばれる部品が必要になる。 
・ 同出力のエンジン船外機を取り付けた場合，最高速度約 8.3［kt］であることから，
電動船外機船の最高速度約 5.6［kt］はエンジン船外機船の約 2/3 であった。その
理由は電動船外機に使われているモータの出力特性から高回転時のトルクが小さく
なるため，エンジン船外機船と比較して航行速度が上がらないものと考えられる。 
・ 電動船外機船はエンジン船外機船に比べて，航行時の音が静かで速度よりはむしろ
静粛性が求められる観光遊覧船などに向いている。 
・ 航行試験では，航行中の船体は波，潮流および風などの外的要因の影響を大きく受
けるために，電動化による省エネルギー効果や CO2 排出削減効果を厳密に評価でき
ていない問題点があった。 
 
第 3 章では第 2 章での問題点を解決するために，外的要因の影響を受けにくい方法でエ
ンジン船外機と電動船外機の諸特性，および両者を同型船に取り付けた航行状態での諸特
性を測定した。測定によって得られた結果は以下の通りである。 
・ 電動船外機はエンジン船外機の概ね 27[%]から 46[%]のエネルギー消費量で同じ推
力を発生させる性能を有する。 
・ 小型船を航行させる場合，発電効率を 60[%]，送電効率 94[%]，バッテリ充放電効
率 83[%]の仮定のもとでは，5[kt]においては電動船外機船の航行に必要とするエネ
ルギー消費量はエンジン船外機船の場合の約 50[%]であるが，10[kt]以上になると
両者の差は殆ど見られない。 
・ 騒音レベルの比較では，すべての回転数において電動船外機の方がエンジン船外機
と比較して低く，両者の差は最大約 10［db（A）］であった。 
・ エネルギー消費量に関する電動船外機のエンジン船外機に対する優位性は，モータ
とガソリンエンジンのエネルギー変換効率の違いによって生じるものである。しか
し，実際に小型船を航行させる場合には，優位性は極めて小さくなる。その原因は，
航行に必要なエネルギーを蓄えるバッテリの重量に起因する航行抵抗の増加と，回
転数の上昇に従って発生トルクが小さくなるモータの出力特性にあると考えられる。 
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・ 電動船外機を取り付けた小型船の航行特性を最大限に活かす運用方法としては，総
重量の増加に伴う航行抵抗の増加が少ない船体を選ぶとともに，漁業分野では移動
距離が短く高速で航行する必要のない養殖漁業や定置網の水揚げ作業船などの用途
へ，またそれ以外の分野では航行速度よりも静粛性が求められる観光遊覧船などの
用途に限定することが有効であることが明らかになった。 
 
第 4 章では漁業従事者への意識調査に基づいて開発された電動船外機船を用いた実証試
験を行い，その経済性の評価を行った。得られた結果は以下の通りである。 
・ 電動船外機船の製造費用は 2010 年時点でエンジン船外機船の 5.83 倍であったが，
リチウムイオンバッテリの価格低下と電動船外機船の量産効果を考慮すると 2020
年頃には 1.79 倍に低下することが予測された。 
・ 2010 年時点で，電動船外機船のエネルギー経費はエンジン船外機船の 0.29 倍であ
ることや公的補助金の適用，排出権取引について考慮した結果，電動船外機船のエ
ンジン船外機船に対する経済的な優位性を高められることが明らかとなった。 
・ 経済性評価の結果と沿岸漁業の現状を考慮して構築された電動船外機船の活用モデ
ルを提案し，その実現性について検討された。 
 
第 5 章では年間学習指導計画に沿って専門高校の課題研究における教育実践を提案した。
以前開発した船外機の構造および船外機船の航行特性を理解した上で，費用の観点から
モータとプロペラを直結した構造で小型船を低速で移動して船体の位置を微調整するため
の船外機一種である電気推進機を使用したエネルギー教育を実践した。この教育実践を通
して得られた結果は以下の通りである。 
・ 電気推進機船やエンジン船外機船では，速度が約 1.2 倍～1.3 倍になると電力消費量
やガソリン消費量は約 4 倍となる。この場合速度とエネルギー消費量が比例しない
原因は，船舶が密度の大きい水を押しのけて航行するため，ゴムボートでは速度が
上昇するに伴い船体の形状が変形して，船体抵抗が増加することが原因と考えられ
る。 
・ 熱量換算値を使ったエネルギー消費量の比較では，約 3.3［kt］で航行する場合に
エンジン船は電気推進機船に比べて約 4 倍のエネルギー消費量が見られる。この原
因は航行速度が同じであっても，エンジンのエネルギー効率は低速時においては低
く，一方モータの効率は低速時には高くなるためと考えられる。 
・ 本年度の航行特性の測定では使用機器の取り扱い，測定条件，解析方法などについ
て不明確な点があった。そこで次年度に向けてこれらの問題点を改善することでよ
り正確な測定データや解析結果が得られることが期待できる。 
・ 生徒の感想やアンケートを通して教育効果を検証する中で，難しい知識を要求され
る場面では興味・関心の数値が低下したり，分析についての高いレベルの知識が要
求されると知識の数値が低下することがわかった。 
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・ 生徒が航行特性の測定する上で得られた経験は，通常の学習活動では体験できず，
企業入社後の業務などに関するものでもあることから，入社以前にこの体験をする
ことは大変重要なことである。さらに，複数の生徒が一つの電動船外機の航行特性
の測定に取り組むことによって，協働を意識した思考力・判断力・表現力等を育む
ことなどの教育的効果も期待できる。 
 
第 6 章では結言として各章で得られた結果を要約して結論とした。 
 
6.2 今後の課題 
今後，科学技術の進歩に伴って船舶の電動化が進んでくると思われるが，小型船では
バッテリ搭載による総重量の増加により電動船外機船の航行性能が大きく制約される。そ
こで移動距離が短く，高速での航行を必要としない用途に限定することで，バッテリの搭
載量を減らすことができることから船体が軽量化され，航行時の消費電力とバッテリを含
めた電動船外機の価格を抑えることができる。 
次にバッテリの搭載量を減らした電動船外機船を使って，風力・太陽光発電・バイオマ
ス発電などの発電施設を備えた海上浮体施設において，運用することを想定している。発
電施設で得られた電力は電動船外機船の充電の他にも，海上浮体施設内にある水産加工施
設や冷凍施設の電力として供給される。また海上浮体施設の周辺には洋上養殖いけすを配
置し，移動距離が短く高速での航行を必要としない生け簀の維持管理や養殖漁業に電動船
外機船を使用することを考えている。 
さらにこの構想を実現することを目的とした課題研究を通して，太陽光発電，風力発電，
バイオマス発電の仕組み，電動船外機船の航行特性の測定方法などを学ぶことができる。
実際の規模に比べて小さくなるが，海上に見立てた敷地内のプ－ルで模型を使ったシュミ
レーションにも取り組むことを考えている。 
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